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（１）全国的な市町村合併の流れ 

我が国は、過去３回にわたって、大きな市町村合併を経験している。 

「明治の大合併」（明治２１～２２年）では、小学校や戸籍の事務処理を行うため

に３００～５００戸を標準として合併が進められ、市町村数は７１，３１４から 

１５，８５９へと再編された。 

「昭和の大合併」（昭和２８～３６年）では、中学校１校を効率的に設置管理する

ため、人口８，０００人を標準として合併が進められ、市町村数は９，８６８から 

３，４７２へと再編された。 

今回の「平成の大合併」（平成１１年～平成２２年）は、自治体の財政状況の悪化

や地方分権の流れを背景に、行政規模の拡大・効率化、行政サービスの維持向上を図

る観点から推進されたものである。 

この大合併により、全国の市町村数は３，２３２（平成１１年３月３１日現在）か

ら、１，７２７（平成２２年３月３１日現在）へと再編された（減少率は４６．６％）。 

市町村の平均面積は２１５．４㎢ 、平均人口は６９，０６７人となっている。 
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３ 市町村合併の進展について 

● 「平成の大合併」における市町村数の変化（ H11.3.31    H22.3.31 ） 

    全国：３，２３２    １，７２７ ／ 埼玉県：９２    ６４ 

● 本県の市町村減少率：３０．４％  

        全国第４０位だが東京を中心とした大都市圏では比較的進展 

● 村の数が１１から１に    町村地域の行財政基盤が強化 

● 合併協議に参加した県内市町村の割合：約８０％ 

        合併を巡る論議が、その後のまちづくり・行政への意識を喚起 

市町村数の推移（全国・埼玉県） 

市 町 村 計 市 町 村 計

- 71,314 - 44 1,864 1,908

39 15,859 - 40 369 409

286 1,966 7,616 9,868 8 49 266 323

556 1,935 981 3,472 23 35 37 95

670 1,994 568 3,232 43 38 11 92

786 757 184 1,727 40 23 1 64平成22年3月

明治の大合併

昭和の大合併

明治21年 (71,314)

(15,820)

町村合併促進法施行

新市町村建設促進法一部失効

平成11年3月

年　　月 備　　　考

(昭和４０年施行の）

合併特例法改正

（平成１７年施行の）

合併特例法期限

全　　　国 埼　　　玉

平成の大合併

明治22年

昭和28年10月

昭和36年6月

市制町村制施行（明22.4.1)

減少率 64.8％ 減少率 70.6％

減少率 73.8％減少率 77.8％

減少率 46.6％ 減少率 30.4％
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市 町 村 市 町 村

1 長崎県 79 8 70 1 21 13 8 0 73.4%

2 広島県 86 13 67 6 23 14 9 0 73.3%
3 新潟県 112 20 57 35 30 20 6 4 73.2%
4 愛媛県 70 12 44 14 20 11 9 0 71.4%
5 大分県 58 11 36 11 18 14 3 1 69.0%
6 山口県 56 14 37 5 19 13 6 0 66.1%
7 岡山県 78 10 56 12 27 15 10 2 65.4%
8 島根県 59 8 41 10 21 8 12 1 64.4%
9 秋田県 69 9 50 10 25 13 9 3 63.8%
10 滋賀県 50 7 42 1 19 13 6 0 62.0%
11 香川県 43 5 38 0 17 8 9 0 60.5%
12 佐賀県 49 7 37 5 20 10 10 0 59.2%
13 三重県 69 13 47 9 29 14 15 0 58.0%
14 山梨県 64 7 37 20 27 13 8 6 57.8%
15 岐阜県 99 14 55 30 42 21 19 2 57.6%
16 富山県 35 9 18 8 15 10 4 1 57.1%
17 鹿児島県 96 14 73 9 43 19 20 4 55.2%
18 兵庫県 91 21 70 0 41 29 12 0 54.9%
19 石川県 41 8 27 6 19 10 9 0 53.7%
20 静岡県 74 21 49 4 35 23 12 0 52.7%
21 熊本県 94 11 62 21 45 14 23 8 52.1%
22 徳島県 50 4 38 8 24 8 15 1 52.0%
23 福井県 35 7 22 6 17 9 8 0 51.4%
24 鳥取県 39 4 31 4 19 4 14 1 51.3%
25 宮城県 71 10 59 2 35 13 21 1 50.7%
26 群馬県 70 11 33 26 35 12 15 8 50.0%
27 茨城県 85 20 48 17 44 32 10 2 48.2%
28 栃木県 49 12 35 2 27 14 13 0 44.9%
29 岩手県 59 13 30 16 34 13 16 5 42.4%
30 京都府 44 12 31 1 26 15 10 1 40.9%
31 宮崎県 44 9 28 7 26 9 14 3 40.9%
32 青森県 67 8 34 25 40 10 22 8 40.3%
33 和歌山県 50 7 36 7 30 9 20 1 40.0%
34 福岡県 97 24 65 8 60 28 30 2 38.1%
35 高知県 53 9 25 19 34 11 17 6 35.8%
36 長野県 120 17 36 67 77 19 23 35 35.8%
37 愛知県 88 31 47 10 57 37 18 2 35.2%
38 福島県 90 10 52 28 59 13 31 15 34.4%
39 千葉県 80 31 44 5 54 36 17 1 32.5%
40 埼玉県 92 43 38 11 64 40 23 1 30.4%
41 沖縄県 53 10 16 27 41 11 11 19 22.6%
42 山形県 44 13 27 4 35 13 19 3 20.5%
43 奈良県 47 10 20 17 39 12 15 12 17.0%
44 北海道 212 34 154 24 179 35 129 15 15.6%
45 神奈川県 37 19 17 1 33 19 13 1 10.8%
46 東京都 40 27 5 8 39 26 5 8 2.5%
47 大阪府 44 33 10 1 43 33 9 1 2.3%

3,232 670 1,994 568 1,727 786 757 184 46.6%

H22.3.31

都道府県名
H11.3.31の
市町村数

H22.3.31の
市町村数

減少率内訳 内訳

都道府県別合併の進捗状況都道府県別合併の進捗状況 
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（２）本県における「平成の大合併」の状況 

本県では、平成１３年５月１日に浦和・大宮・与野の３市が合併して「さいたま市」

が誕生したのを皮切りに１７の地域で合併が行われ、４３市町村が１５市町に再編さ

れた。 

この結果、平成１３年４月１日現在９２あった県内市町村数は、平成２２年３月 

３１日現在では６４となり、２８の市町村が減少した。減少率にして約３０．４％で

ある。 

本県は市町村数の減少率が全国第４０位であり、全国的な市町村合併の状況と比較

すると、必ずしも大きく進展したとは言い難いが、東京を中心とした大都市圏の中で

は比較的進んでいると言える。 

また、村の数が１１から１へと大きく減少しており、今回の大合併を通じて、町村

地域の財政基盤の強化が確実に行われてきたと考えられる。 

なお、平成１２年４月１日以降、平成２２年３月３１日までに、県内では３７の法

定合併協議会が設置され、参加した市町村数は７４（延べ１１５）となっている。こ

れは、県内の約８０％の市町村が合併協議に参加したことを示している。また、ほと

んどの市町村（延べ１０５）で合併についての住民意向調査やアンケートなどによる

検討が行われている。これらのことから、合併を巡る議論が、その後のまちづくりや

行政への関心を高めたことが推察される。 

合併による面積と人口の推移 
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 埼玉県内地図（平成の合併前後の比較） 

平成 22年 3月 23日現在 

平成 13年 4月 30日現在 

【平成の大合併前】 
  市町村数 ９２ 

【平成の大合併後】 
  市町村数 ６４ 

北本市

蕨市

鷲宮町

和光市

蓮田市

富士見市

美里町

八潮市入間市

日高市

東松山市

鶴ケ島市

長瀞町

朝霞市

大利根町

草加市

川島町

川口市

川越市

杉戸町

深谷市

新座市

上福岡市

上尾市

菖蒲町

松伏町

小鹿野町

所沢市

春日部市

三芳町
三郷市

坂戸市

鴻巣市

江南町

幸手市

戸田市

栗橋町

熊谷市

狭山市

宮代町

久喜市

吉川市

吉見町

騎西町

皆野町

加須市

桶川市

横瀬町

鳩山町

白岡町

鳩ケ谷市

志木市

越谷市

大宮市

秩父市

神川町

本庄市

小川町

飯能市

越生町

滑川町

羽生市

北川辺町

都幾川村

上里町

行田市

毛呂山町

東秩父村

寄居町

伊奈町

嵐山町

玉川村

児玉町

神泉村

岡部町

花園町
川本町

南河原村

両神村

大井町

庄和町

吹上町 川里村

妻沼町

大里村

荒川村

大滝村

吉田町

岩槻市

名栗村
与野市

浦和市
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【合併市町村及び市町村数の推移】

市 町 村

平成13年 5月 1日 さいたま市 浦和市、大宮市、与野市 90 41 39 10

平成17年 1月 1日 飯能市 飯能市、名栗村 89 41 40 8

さいたま市 さいたま市、岩槻市

秩父市 秩父市、荒川村、吉田町、大滝村

熊谷市 熊谷市、妻沼町、大里町

鴻巣市 鴻巣市、吹上町、川里町

春日部市 春日部市、庄和町

ふじみ野市 上福岡市、大井町

小鹿野町 小鹿野町、両神村

行田市 行田市、南河原村

深谷市 深谷市、岡部町、川本町、花園町

神川町 神川町、神泉村

平成18年 1月10日 本庄市 本庄市、児玉町 72 40 29 3

平成18年 2月 1日 ときがわ町 都幾川村、玉川村 71 40 30 1

平成19年 2月13日 熊谷市 熊谷市、江南町 70 40 29 1

久喜市 久喜市、菖蒲町、栗橋町、鷲宮町 67 40 26 1

加須市 加須市、騎西町、北川辺町、大利根町 64 40 23 1

平成22年 3月23日

平成17年10月 1日 78 40 33 5

平成18年 1月 1日 73 40 30 3

合併期日 新市町名 （合併関係市町村） 計

平成17年 4月 1日 85 40 39 6

神川町 （神川町、神泉村） 

深谷市 （深谷市、岡部町、川本町、花園町） 
熊谷市 

行田市 （行田市、南河原村） 

加須市 

久喜市 

（久喜市、菖蒲町、栗橋町、

鷲宮町） 

本庄市 （本庄市、児玉町） 

小鹿野町 

秩父市 

（秩父市、荒川村、吉田町、大滝村） 

ときがわ町 

（都幾川村、玉川村） 

飯能市 

（飯能市、名栗村） 
ふじみ野市 

（上福岡市、大井町） 

さいたま市 

春日部市 

（熊谷市、妻沼町、大里町、江南町） 

（春日部市、庄和町） 

（小鹿野町、両神村） 

（浦和市、大宮市、与野市、岩槻市） 

（加須市、騎西町、北川辺町、大利

根町） 

  図表５  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県内の市町村合併の状況 
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  図表６  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法定協議会に参加した市町村の状況 

法定協議会の設置数 
（平成12年4月1日～平成22年3月31日） 

 ３７協議会（構成市町村 １１５） 

 合併 １７協議会（構成市町村 ４５） 

 解散 ２０協議会（構成市町村 ７０） 

・住民投票の結果によるもの        １３協議会 

・住民意向調査によるもの          １協議会 

・協議項目等の調整が整わなかったこと等   ３協議会 

・その他の理由によるもの          ３協議会 

 

   

神川町 

秩父市 

玉川村 

南河原村 

上福岡市 

大井町 

志木市 

庄和町 

法定協議会に参加した市町村 
（平成 12年 4月 1日以降） 

７４市町村（３０市 ３５町 ９村） 

〈未参加 １８市町〉 

 

※平成 22年 9月 24日に、川口市及び鳩ヶ谷市が 
 法定合併協議会を設置し、合併協議中 

凡 例 

法定協議会に参加した市町村  

合併に至った協議会  
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県内合併市町一覧表 


